第5章　韓国
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韓国経済は2005年第1～3四半期で減速し，成長率はわずか3.5％だった（Korea, Bank of Korea，various years）。同年後半の成長率は少し持ち直し3.8％との予測が出ており（表5.1），表1.2の予測とも近い。2006年の予測としては，経済は回復に向かい約5％の成長が見込まれている。2005年第1～3四半期，産業の中で製造業が最も急速に伸び，輸出と民間最終消費が支出の中で最も成長率が高かった。全体的な成長の減速を反映して，1～11月期で失業者数が前年に比べると少し増加した。2005年の韓国経済は過去5年のうち4年間がそうであったように成長は比較的鈍い。その理由の1つとして，特に人口成長率の低下と急速な高齢化により対GDP民間最終消費支出比率が低下したことが挙げられる。消費に対する高齢化の負の作用はさらに加速する傾向にあり，韓国は要するに先進国に特有の成長の低迷期に移行している最中だといえるだろう。ここ数年，経済成長は減速しているが，その速度は人口成長よりも速く，生活水準の向上も続いている。その結果，最も平均的な生活水準の指標である1人当たりGDPの2005年の値（ウォン建て）は，1986年，1996年と比べて，それぞれ174％，36％の上昇をみたことになる。

2005年韓国の政治面は比較的穏やかだったものの引き続き政局運営に苦労した。廬武鉉（ノ･ムヒョン）大統領を支持するウリ（開かれたわが）党は，2004年の選挙でかろうじて国会議席の過半数を確保したに過ぎず，2005年の補欠選挙で4議席を失い，さらにその立場を弱めた。ウリ党は数々の党内紛争に悩まされ，2007年末の次期大統領選より前に分裂する危惧さえある（Economist Intelligence Unit, The，2005）。国際面では北朝鮮の核開発問題をめぐる脅威とその緩和に向けた6者協議に追われた状態が続いている。目に見える成果はほとんどないが，平和的解決に向けた歩み寄りは見られた。年末には，ソウル大学の黄禹錫（ファン・ウソク）教授による最先端のヒト・クローン技術である胚性幹細胞（ES細胞：Embryonic Stem Cells）の研究成果の捏造が発覚した。国民的英雄の黄教授の事件ということで，韓国社会に激震が走った。科学技術立国を目指す韓国政府は，黄教授の研究を新産業の「シード」と期待して全面的な支援を行ってきた。この事件は，科学振興のための公的資金支出の認定方法に一石を投じる結果となった。

1997～98年の通貨危機以前，韓国政府は広範囲のセクターで工業化を支援した。その顕著な例が鉄鋼，造船，自動車であろう。同様に，韓国政府は中小企業を中心とする繊維や衣類の輸出も促進した。しかし，通貨危機以降，過去の産業政策で恩恵を受けたチェボル（巨大財閥）の経営陣の不正着服などの違法行為が表面化したこともあり，チェボルを中心とする大量生産型の社会経済システムの解体が進んだ。そして，特定産業に対する支援の縮小を受けて，他の先進国政府と同様に，イノベーションの活発化を目的とした教育や研究に対する補助が増えており，今後，ベンチャー企業を中心とする知識創造型の社会経済システムの構築が期待されている。

金融・財政政策は2005年も保守的だった。マネーサプライ，国内信用の伸びは比較的低く，同年1～11月期の財政黒字の規模は小さかった（表5.2）。その結果，消費者物価指数の上昇率は2.7％に落ち込み，GDPデフレータの上昇率は1％と見込まれている。この1％という予測は表1.2の予測よりもかなり低いが，2005年第1～3四半期に比べるとさらに0.1％落ち込んでいることになる（Korea, Bank of Korea，various years）。

GDP成長率を引き上げている主要因は輸出だが，財貨やサービスの輸出は，2004年（財貨が31％，サービスが26％）と比べると2005年1～11月期（財貨が12％，サービスが9％）の伸びは緩やかである（表5.2）。同様の動きは輸入でも見られるが，その減速は輸出ほどではない（財貨で25％が26％へ，サービスで24％が29％へ）。財貨貿易はサービス貿易よりも多く，特に輸出で多い。2002年以降，機械製品のシェアは輸出額の5分の3以上を占めている（表5.3）。2000～04年で，事務用・電算機器，その他電気機器の輸出シェアが縮小しているが，サムスン電子に代表される通信機器等，ヒュンダイ自動車に代表される自動車等の輸出シェアは徐々に拡大している。2005年にサムスン電子とヒュンダイ自動車は海外市場で大躍進を遂げた。具体例を挙げると，ヒュンダイ自動車は，中国での販売台数を急激に伸ばしている。北京市を拠点に中国進出を行うことで，ヒュンダイ自動車の2005年の販売台数は1～11月期で21万台を超えた。合弁会社の北京現代汽車は，2002年12月の操業開始で，中型車「ソナタ」と小型車「エラントラ」を供給している。北京現代の車輌は，北京市政府の公用車として採用されており，さらに，2008年の北京オリンピックを目標に2005～07年で市内運行中のタクシーを入れ替える計画においても新型タクシーの主力車として採用されている。このように，これら企業の海外拠点での活動はここ数年で急速に拡大し，国外への直接投資額は1995～2004年の平均で40億米ドル，2005年1～11月期の水準と一致するに至った。今後，輸出では通信機器等と自動車等のシェアが拡大するであろう。一方，輸入では機械製品のシェアを筆頭に，鉱物性燃料やその他製品のシェアも高い。2004～05年の鉱物性燃料のシェアの拡大は，世界的な石油価格の高騰の影響である。

日本，欧州工業国と米国は韓国にとって長年にわたり最大貿易国で，1990年代後半まで総輸出の約3分の2を占めていたが，それ以降下降線をたどっている（表5.4）。昨今，中国との貿易が急速に伸びており，韓国の最大の輸出市場は中国となり，欧州工業国と米国が続く。一方で，日本，香港，台湾のシェアはかなり低くなった。輸入面では，日本が依然として最大のシェアを占めており，中国，米国，欧州工業国が続く。日本の対韓国経常黒字は財貨貿易に因るところが大きく，日本の対韓国輸出額は2002年から韓国からの輸入額に比べて2倍以上になっている（表5.5）。この貿易の不均衡が時々政治的緊張を招くが，経済面では特に問題視するほどのものではない。2005年，小泉首相の靖国神社参拝問題で2国間の政治的緊張が高まった。日本と韓国は2003年，二国間自由貿易協定交渉を2005年までに締結することを目標にすることで合意したものの，予想以上に交渉は難航している。また，2国間の金融取引は徐々に縮小している。実際，韓国企業による日本への直接投資は非常に少ない（1995～2004年の平均でわずか6,200万米ドル）。日本の韓国への直接投資はそれより多いが貿易額に比べるとはるかに少ない。韓国にある日系多国籍企業の現地法人での従業者数は1990年代初期に比較的大きなシェアを占めていたが，1998年以降激減している（表5.6）。
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